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  研究要旨 

本研究では、各種災害時の外的要因による循環器病発症の実態を調査し、災害ごとの疾患発
症の関連性、相違点をまとめることにより、災害時の循環器病への対応方法が明確となる。
研究結果をもとに、疾患ごとのリスクスコアや被災者の循環器病発症・再発リスクを加味し
たチェックリストを作成し、災害時に被災者が医療機関受診の判断を容易にし、重症化を防
ぐことが期待できる。 

 

 

 
   

含む行政とも連携した医療提供体制の構築 

と啓発活動を提案する事である。各種災害 

時の外的要因による循環器病発症の実態調 

査を実施することにより今後増加しうる多 

彩な災害に対応可能となる。また医療者教 

育、患者教育、災害時医療体制の整備に貢 

献できると考えられる。 

 

Ｂ．研究方法 

2023年は、阪神・淡路、東日本、熊本の 

地震後や各地域で災害に関連した循環器病 

の発生状況を後向きに調査し、災害時等の 

外的要因による循環器病の実態を示す資料 

をまとめた。さらに、我が国おける災害発 

生時の循環器病の発症状況を調査するため 

本対策のエキスパートから構成され班員に 

より考案されたアンケート調査票を、全国 

災害拠点病院計770施設（2023年度現在） 

に対し送付し、全国規模での調査を施行し 

た。年度内にはある程度回収された。 
 

 2024年は、前年度に選定したアンケート 

調査項目を基に、結果の解析・評価を、災害  

医療のエキスパートの指導の下、研究班全体 

の循環器チーム、脳卒中チームで行った。 

班員の意見をもとに、①死亡症例の再調査、  

②脳・心血管病以外の応需総数、③心肺停止  

症例の詳細の再調査実施等、徹底した追加調 

査を事務局中心に行い、データのブラッシュ 

アップ、悉皆性向上を図った。また、解析結 

果を元にした発災時循環器病増加や平時から 

の多職種を巻き込んだ備えを啓発するハンド 

ブックを作成し、全国の災害拠点病院、保健 

所、医師会へ送付した。 
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 Ａ．研究目的 
        本研究の目的は、各災害に対応しうる   

 災害時ガイドラインの改訂と、注意喚起 
   が必要な情報の整理及び注意喚起に用い 
   るツールの作成を行い、これらの活用を 
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 2025年には、本研究班の最終目標である 

“災害時循環器病発症予防ガイドライン改 

訂”への着手と、多彩な災害発生時の循環 

器病の特徴の整理、及び注意喚起に用いる 

ツールの作成を行った。前回2014年版のガ 

イドライン策定以降、日本では震災のみな 

らず豪雨災害・台風による災害が頻発し特 

に心不全増悪、急性冠症候群、VTE、ペース 

メーカー患者のトラブル等が社会的な問題 

となっている。今後、地球温暖化や全国的 

な高齢化により災害関連循環器イベントは 

さらに増加する可能性が高く、最新知見を 

反映した改訂が急務である。改訂までに、 

災害リスク・フェーズ（発災前･急性期･避 

難所生活期・生活再建期）に応じた災害時 

循環器疾患の予防・管理の行動指針案（手 

引き案）を統合し、研究班内レビューを経 

て項立てを作成した。 

さらに、本研究班によるこれまでの災害拠 

点病院アンケート調査結果や、既報をレビ 

ューし、災害時循環器病にフォーカスした 

注意喚起・啓発ポスターを作製した。ポス 

ターの概要としては「行政・医療施設向け」 

と「市民向け」両面で使用できるデザイン 

とした。医療者向けなのか市民向けなのか、 

発災時なのか平時なのかに応じて、より重 

要な面を掲示して頂く工夫である。作成し 

た啓発ポスターは、全国全ての災害拠点病 

院、都道府県・災害医療対策課、脳卒中・ 
心臓病等総合支援センターへ配布された。 

 
Ｃ．研究結果 

  2023年の結果として、熊本地震の循環器 

病に与える影響を改めて調査した結果、地 

震による激震災害は急性心筋梗塞の発症を 

増加させ、特に発災直後、超急性期に多く、 

災害時の循環器病対策のフェーズによる対 

策の切り替えが重要である事が明らかにな 

った。 

また、全国の災害拠点病院の 770施設を対 

象に実施したアンケート調査においては、 

そのうち 304施設から回答を得て、回収率 

は 40%であった（災害時脳卒中･循環器病応 

需がなければ個票調査不要であったためこ 

の程度の回収率だったが、このようなアン 

ケート調査としては高い回収率と判断した） 

それぞれの対象の災害は、①東日本大震 

（2011年 3月）6施設、②平成 30年 7月 

豪雨（2018年 6月）5施設、③平成 30年 

北海道胆振東部地震（2018年 9月 2施設、 
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④能登半島地震（2024年元日）2施設、 

⑤熊本地震（2016年 4月）8施設、 

⑥令和 2年 7月豪雨（20年 7月）3施設、 

⑦その他の水害：令和元年 8月豪雨、九州 

北部豪雨、大牟田市豪雨 3施設、であった。 
         

2024年では、回収されたアンケート調査 

の結果について、災害の種類、発生時期な 

どから、以下の 4分類として、解析を行っ 

た。1.東日本大震災（380 名）2.熊本地震 

（612名）、3.各水害： 平成 30年 7月豪雨 

（75名）令和 2年 7月豪雨（104名）その 

他の水害（5名）計 184名、 4.北海道胆振 

東部地震（59名）。その結果それぞれの災 

害で発症する脳卒中・循環器病の種類も大 

きく異なること、その発症時期･フェーズ 

も災害規模や種類、季節で差異が大きいこ 

とが判明した。また特に高齢者になるほど 

顕著に心不全が増加し、長期間にわたって 

発症することがわかった。また解析を進め 

る中で、心肺停止例が一定数みられたため、 

心肺停止症例の詳細に関しては対象の災害 

拠点医療機関に対して追加調査を行い、今 

後の災害時循環器病対策に有意義な以下の 

知見が得られた。 

・発災後フェーズ別の循環器病発症状況： 

①夏季大規模水害後の“不整脈”は、「亜急 

性期」まで遷延 

②急性心筋梗塞、たこつぼ心筋症、心不全、 

静脈血栓症は、「直後から超急性期」優位 

に発症 

③心不全は、「亜急性期」まで遷延し長期間 

にわたって発症心肺停止例を除いた解析に 

より、災害ごとの脳卒中・心臓病の違いが 

明らかになった 

④東日本で心不全、熊本でDVT/脳梗塞、水害 

で不整脈、胆振でくも膜下出血/けいれん 

が多発 

・外環境・発症場所別： 

①夏発災の水害では、「不整脈」 が多発 

②東日本では、急性期までに避難所で多く 

の心不全が発症（低気温・災害食の塩分 

が影響か） 

③熊本では、避難所での DVTが多発（ DVT 

スクリーニングが影響か） 

④夏の水害では亜急性期に自宅に帰った後 

まで不整脈が長期に発症（脱水や電解質 

 異常も影響か） 

⑤夏季発災の災害でも、心不全は、冬～春 



    

発災の震災と同様に多数発症 

・性別毎の循環器病発症 

①心不全は女性に多い 

②災害後のたこつぼ心筋症も女性優位 

・年代別発症状況： 

①高齢者になるほど顕著に心不全が増加 

②水害時をはじめ、65歳以下でけいれん 

多発 

ここまでの調査結果の解析を行ったことに 

より、発災時循環器病対策に対応できるツ 

ールをハンドブックというかたちで全国に 

提供することが可能となった。 
  

2025年には研究班内レビューを行った結果、 

  改訂方針案は、下記となった。 

  ①科学的根拠に基づく「発症予防策」と 

「増悪防止策」の明確化  

②災害フェーズ別の推奨行動（医療者・ 

行政・一般市民）を具体化 

③高齢者、多疾患合併症例、要介護、透析 

患者、妊娠中の心疾患患者など脆弱集団 

の対応を追記 

④避難所の循環器管理（血圧測定体制、服 

薬情報把握、生活環境整備）の標準化 

⑤ICT/AI 活用、ウェアラブルデータ利用 

の可能性を付記 

⑥医療行政との連携方針（地域循環器病対 

策協議会との連携、医療・福祉・防災部 

局の役割分担）を明確化 

また、多彩な自然災害に対して、循環器疾 

患の発症・再発を最小限に抑えるため「い 

つ・誰に・どの方法で注意喚起を行うか」 

を体系化した手引きを開発することを目的 

とした。 

さらに、2025年度に本研究班で作成した注 

意喚起･啓発ポスターは、医療関連施設や、 

行政機関へ配布し、実際に避難所にて掲示 

され、啓発に活用された。 
 

Ｄ．考察 

2023年では、特に地震による激震災害 

は急性心筋梗塞の発症を増加させ、特に発 

災直後、超急性期に多く、災害時循環器病 

対策のフェーズによる対策の切り替えが重 

要であると考えられた。また回収されたア 

ンケート調査においては、大規模な全国調 

査を実施したことで、災害の種類、規模に 

より発症する脳卒中・循環器病の種類も大 

きく異なることを知り得たことは大変貴重 

であると考える。            
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2024年では、アンケート調査の結果より  

１）災害規模大きく避難生活が長期化し、 

そこに深部静脈血栓症の積極スクリーニン 

グが施行されると、静脈血栓塞栓症発症 

（VTE）が増加する。２)転帰に関して、東  

日本大震災、熊本地震、北海道胆振東部地 

震と災害対策が進歩しても必ずしも、死亡 

率は減らず、居住環境や地震規模、医療提 

供体制など、体制的、環境的課題が大きい。 

３）死亡時期に関しては、大半は1週間以 

内である。４）避難所生活が長期化すると 

睡眠薬の内服が増加する。５）既往歴とし 

ての心房細動（約10％）が想定よりも多く、 

抗凝固薬服用継続などへの避難所支援、診 

療所支援など要対応である。６）熊本地震 

は他の災害と比べて車中泊率が突出してお 

り、VTEは多いことはわかっていたが、脳 

梗塞、急性冠症候群あわせると血栓関連イ 

ベント全体として半数ほど占めている。こ 

れらのデータから災害そのものの特徴を把 

握し、災害時循環器病発症予測を災害ごと 

に行う必要があると考えられる。 

 

2025年では過去の大規模地震災害に加え、 

豪雨、台風、猛暑など多様化する自然災害 

における循環器病発症・再発リスクを整理 

し、その知見を基に災害時循環器病発症予 

防ガイドライン改訂に向けた基盤整備と、 

実践的な注意喚起ツールの開発を行った。 

阪神・淡路大震災、新潟県中越地震、東日 

本大震災、熊本地震などの経験から、災害 

は急性ストレスによる急性冠症候群や脳卒 

中のみならず、長期避難生活に伴う心不全 

増悪、静脈血栓塞栓症、高血圧、不整脈な 

ど多様な循環器疾患の発症・増悪をもたら 

すことが明らかとなっている。一方で、近 

年は豪雨災害や猛暑災害など地震以外の自 

然災害が増加しており、災害種別ごとに異 

なるリスク要因を考慮した対策の必要性が 

高まっている。本研究では、災害フェーズ 

別（発災前、急性期、避難所生活期、生活 

再建期）の視点を導入するとともに、医療 

者、行政、避難所運営者及び一般市民それ 

ぞれが取るべき行動を整理した。また、高 

齢者、多疾患併存患者、透析患者、抗凝固 

薬内服患者、心血管デバイス植込み患者な 

どの脆弱集団への対応を重視し、現場で活 

用可能なチェックリストや啓発ポスターを 

作成したことは本研究の大きな成果である。 

特に、作成した啓発ポスターが実際の災害 

 



                        
時避難所において活用されたことは、研究 

成果が学術的知見に留まらず、地域防災や 

健康危機管理の現場で実装可能であること 

を示している。また、災害対策本部や自治 

体、脳卒中･心臓病等総合支援センターと 

の連携体制構築が進みつつあることは、平 

時から災害時まで切れ目のない循環器医療 

提供体制の整備に資するものと考えられる。 

一方、本研究は既存の疫学研究やアンケー 

ト調査、専門家コンセンサスを基盤として 

おり提案したチェックリストや啓発ツール 

の有効性については、今後、実災害におけ 

る前向き評価や地域実装研究を通じた検証 

が必要である。また、ICTやAI、ウェアラ 

ブルデバイスを活用したリアルタイム健康 

管理システムの構築についても、今後の重 

要な課題である。 

今後は、日本循環器学会をはじめとする関 

連学会、行政機関、地域医療機関との連携 

をさらに強化し、災害種別や地域特性に応 

じた柔軟な循環器病予防対策を全国的に普 

及させることが期待される。 
 
E．結論 

本研究では、阪神・淡路大震災、東日本 

大震災、熊本地震をはじめとする過去の災 

害経験や、豪雨、台風、猛暑など多様な自 

然災害における循環器病発症の実態を整理 

し、災害種別および災害フェーズごとの循 

環器病リスクの特徴を明らかにした。 

さらに、それらの知見を基盤として、災害 

時循環器病発症の予防ガイドライン改訂に 

けた基本方針を策定するとともに、高リス 

ク患者への対応、避難所における循環器管 

理、行政・医療機関・市民の役割分担を踏 

まえた実践的な注意喚起ツールを開発した。 

本研究成果は、災害時循環器医療の標準化 

と地域特性に応じた柔軟な医療提供体制の 

構築に資するものであり、日本循環器学会 

によるガイドライン改訂や、自治体、脳卒 

中・心臓病等総合支援センターとの連携を 

通じて社会実装されることが期待される。 

今後は、これらのツールの有効性を実災害 

で検証し、災害関連循環器疾患の発症・重 

症化予防に向けた全国的な展開を進める必 

要がある。 
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   Kojima S, Tsujita K, et al. Long- 
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quake on Out-of-Hospital Cardiac  

Arrest With Cardiac and Non- 

Cardiac Origins -An Interrupted  

Time Series Analysis-  

Circ J 2024 in press 
 

2.  学会発表 
・日本高血圧学会 
（2024.1.7） 
・STROKE2025 シンポジウム16 
（2025.3.8 大阪国際会議場） 
・第35回日本老年医学会九州地方会 
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